
１ 総括

(1) 人件費の状況（普通会計決算）

(2) 職員給与費の状況（一般会計予算）

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 給与費は当初予算に計上された額である。

(3) 特記事項

なし

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の
給与水準を示す指数である。
２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を
単純平均したものである。
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２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（１７年４月１日現在）

①一般行政職

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

（注）１ 「平均給料月額」とは、１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均で
ある。

２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、調整手当、住居手当、時

②技能労務職

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

歳 円

円

③教育職（幼稚園教諭）

歳 円 円

円

歳 円 円

歳 円 円

円

(2) 職員の初任給の状況（１７年４月１日現在）
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平均給料月額 平均給与月額平 均 年 齢

442,700

平均年齢 平均給料月額

514,200

332,000

間外勤務手当などの諸手当の額を合計したものである。このうち、上段はこれら全ての諸
手当込みのものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。
また、下段は国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含
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円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

円 円 － －

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（１７年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円
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３ 一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数の状況（１７年４月１日現在）

（注）１ 京田辺市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。
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４ 職員の手当の状況

(1) 期末手当・勤勉手当

千円

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算（５～１５％） 役職加算（５～２０％）

管理職加算（１０～２５％）

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

（退職時特別昇給 ２５年１号）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

された平均額である。

(3) 調整手当（１７年４月１日現在）

千円

千円

％ 人 ％0

42.12

国

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

国の制度（支給率）

33.75

支給対象地域

59.28

59.28 59.28

京 田 辺 市

３．０

27.3021.00

（１．６）

42.12

1,636

（支給率） 自己都合 勧奨・定年

（１．６）

京 田 辺 市

59.28

238,019

支 給 率

25,955

59.2859.28

230

支給対象職員数

市 全 域

３．０

（０．７）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

582

１人当たり平均支給額（１６年度）

47.50

（０．７）

6

支 給 実 績（１６年度決算） 138,527

国

１．４

－

１．４

33.75

47.50

21.00 27.30
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(4) 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

円

％

社会福祉業務従事手当
現業又は指揮監督を行う社会福祉
主事

保健師、理学療法士及び
作業療法士従事

69,073

じん芥収集車運転業務

228,719

51.9

日額5,000円

滞納整理・処分、家屋調
査業務

感染症防疫作業業務

行旅病人、精神疾患者の収容又は
護送従事職員

行旅病人、精神疾患者の
収容又は護送業務

行旅死体の収容等業務従事職員

消防業務従事消防吏員

消防従事業務

感染症防疫作業従事職員

市税、国保税業務

月額3,000円

左記職員に対する支給単価

行旅死体の収容等業務

工事現場監督等業務

保育所従事業務

現業又は指揮監督を行う
社会福祉主事業務

消防従事業務

救急救命従事業務

月額3,000円

日額1,000円

月額１,000円

月額１,500円

日勤者・・給料月額の5/100
隔勤者・・給料月額の14/100

月額15,600円以内

月額5１0円以内

月額１,500円

月額3,500円

住込勤務職員で深夜勤務
従事業務

保健師、理学療法士及び
作業療法士従事手当

高圧配電線路保守
作業従事手当

正規の勤務時間外の２時
間を超える用地交渉業務
従事

日額200円

高圧配電線路保守作業
従事

日額260円

保育所従事職員

自動車運転従事手当

保育所従事手当

救急救命士資格を保有消防吏員

消防業務従事消防職員

支 給 実 績（１６年度決算）

保健師、理学療法士及び作業療法
士従事職員

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度）

手 当 の 種 類（手当数）

行旅病人等収容従事手当

高圧配電線路保守作業従事職員

自動車運転手としての運転業務従
事職員

工事現場監督等従事手当 工事現場監督等従事職員

市税事務従事職員

滞納整理・処分、家屋調査従事職
員

野犬等捕獲・死体処理作業従事職
員

消防の普通自動車運転業務従事
職員

変則勤務じん芥焼却業務

主な支給対象業務

じん芥焼却業務従事職員 じん芥焼却業務

主な支給対象職員

じん芥収集・焼却、し尿
処理従事手当

13

住込夜間勤務従事手当

用地交渉従事手当

消防業務従事手当

月額1,000円

日額200円

日額1,800円

市税事務従事手当

感染症防疫作業従事手当

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

手当の名称

日額1,200円

日額1,500円

野犬等捕獲・死体処理業務1回750円

消防の大型自動車運転業
務

月額２,000円

消防の普通自動車運転業
務

じん芥収集車運転業務従事職員

自動車運転業務

日額1,700円じん芥収集業務従事職員

消防の大型自動車運転業務従事
職員

日額2,000円

日額1,000円し尿処理業務従事職員

月額１,000円

し尿処理業務

変則勤務じん芥焼却業務従事職員

じん芥収集業務

正規の勤務時間外の２時間を超え
る用地交渉業務従事職員

住込勤務職員で深夜勤務従事職員
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(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(6) その他の手当（１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円同じ 千円

73,865-

給料月額×
支給率
１種25％
２種20％
３種16％
４種12％
５種10％
本省課長補
佐8％

49,346

41,101国は①なし

233,091

月額
部長 45,000円
次長 40,000円
課長 38,000円
指導主幹 32,000円
所長 30,000円
統括主幹 23,000円

38,813

〔参考〕 支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）

支給職員１人当たり

388,551

421,880

-

異なる

63,597

千円

36,632

国は徒歩及
び２㎞以内
の通勤者は
支給なし。
(１８年度か
ら国と同
じ。)

異なる

231,760

564

566

〔参考〕 支 給 実 績（１５年度決算）

支 給 実 績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

異なる

同じ扶 養 手 当

通 勤 手 当

管理職手当

休日勤務手当

（１６年度決算）
平均支給年額

70,986

千円

千円

255,588

国の制度

配偶者月額 13,500円
その他２人まで各月額
6,000円（扶養親族でない
配偶者がいる場合月額
6,500円(1人目のみ））（職員
に配偶者がない場合月額
11,000円（1人目のみ））
3人目以降各月額 5,000円
満16歳の年度当初～満22
歳の年度末までの子
各月額 5,000円加算

国の制度と
異なる内容

支 給 実 績
（１６年度決算）

千円

手 当 名 内容及び支給単価

住 居 手 当

祝日法による休日及び年末
年始等において勤務した場
合

①交通機関利用者は、運
賃等の額に応じ、６か月を
超えない範囲内で、月の初
日からその月以後の月の末
日までの期間として規則で
定める期間の通勤に要する
運賃等に相当する額を支給
②自動車等交通用具使用
者は、通勤距離（0～20㎞
以上）に応じて、月額1,500
円～11,300円を支給

①月額 2,000円（世帯主に
あっては3,000円）を支給
②家賃等を月額 12,000円
以上支払っている職員に対
して、家賃等の額に応じて、
月額最高 27,000円を加算
③新築、購入した職員に対
し、取得後5年間に限り、月
額 2,500円を加算
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５ 特別職の報酬等の状況（１７年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

収 入 役

期
末
手
当

区 分

給
料 助 役

副 議 長

3.3

572,600

405,000

（１７年度支給割合）

500,000

（参考）類似団体における最高／最低額

435,000956,000

4.4

800,000

給 料 月 額 等

（支給時期）

任期ごと

875,000

730,000

680,000 724,000

市 長

591,500

任期ごと

給料月額×５３０／１００×在職年数
退
職
手
当

議 長

議 員

収 入 役

議 長

報
酬

市 長

助 役

副 議 長

議 員

市 長

375,000

340,000

400,000

525,000 310,000

651,000

任期ごと

給料月額×２７０／１００×在職年数

給料月額×３１５／１００×在職年数

559,000

（１７年度支給割合）

（算定方式）

助 役

収 入 役
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６ 職員数の状況 (公営企業職員を含む。)

(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年４月１日現在）

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。

２ [ ]内は、条例定数の合計である。

幼稚園教諭欠員補充、総務・公民館充実

0

7

0

61 0

1

2

0

[ 716 ］ [ 0 ］

0

14 0

643 2

8

退職職員欠員不補充

主 な 増 減 理 由

1

△ 4

△ 2 部門異動職員欠員不補充

平成１6年

19

6

32

221

359

641

介護保険 7

14

8

下水道

水 道

小 計

普通会計 計

衛 生

区 分

部 門

50

[ 716 ］

退職職員欠員不補充

職 員 数 対前年
増減数

93 △ 1

1

0議 会 6

平成１７年

消 防 110

教 育

94

111

21

土 木 50

民 生

75

小 計

農林水産

商 工

合 計

国 保

特
別
行
政

公
営
企
業
等

一
般
行
政

小 計

労 働

84

0

0

0

1

582

収納体制充実

360

116

106

3

75

5

222

32

61

行政改革推進・危機管理体制等充実

税 務 25 26

総 務 87

1

3

580

3
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(2) 年齢別職員構成の状況（１７年４月１日現在）

81

人 人 人

74

職員数
(１２年)

人 人 人 人

人人 人人 人 人

60 0 6430 16 64 90 92 60 59 47

以上

職員数
(１７年)

人 人 人 人 人 人 人

43歳 47歳 51歳 55歳27歳 31歳 35歳 39歳

～ ～

計

～ ～ ～

61 48

人 人 人

29 0 602

人 人 人

44歳 60歳

～ ～

区 分

20歳 20歳

未満 23歳

0 6 86

24歳 28歳

57 9174

32歳 36歳 40歳

～ ～

48歳 52歳 56歳

～

94 56

59歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

５年前の構成
比

%
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(3) 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

① 定員適正化目標（数・率）

② 平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

③ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１ 計画期間は、１８年～２２年の５年間である。

２ （ ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。

578

１７ 年

１０％の純減

始 期

計 画 期 間

１８ 年 １９ 年 ２０ 年

１ 年 目 ２ 年 目 ３ 年 目

増 員

差 引

職員数

数 値 目 標
終 期

計画前年

区 分

部 門

平成18年4月1日 平成22年4月1日

平成１７年４月１日現在の職員数６４３人を基準とし、目標年次までに１０％を削
減し、５７８人を目標とする。

607

10 21 25

0

△10

633

△14

12

計画前年 ４ 年 目

643 592

621

２１ 年

578

（参考）

△15

119

△12

643

１８年～２２年

５ 年 目

27

全 部 門

職員数

差 引

減 員

区 分

部 門

１７ 年

全 部 門

減 員

２２ 年

10%

数値目標

△６５（１０．１％）

12 44

△14

計

26 109

増 員
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７ 公営企業職員の状況

(1) 水道事業

① 職員給与費の状況

ア 決算

イ 予算

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。
２ 給与費は当初予算に計上された額である。

ウ 特記事項

なし

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（１７年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

③ 職員の手当の状況

ア 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１７年度支給割合） （１７年度支給割合）

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

役職加算（５～１５％） 役職加算（５～２０％）

管理職加算（１０～２５％）

（注） ( )内は、再任用職員に係る支給割合である。

Ｂ／Ａ

8,089

17.3

Ａ

京 田 辺 市 43.6

区 分

職員数

千円

純損益又は

１人当たり平均支給額（１６年度）

事 業 者

団 体 平 均 44.1

－

577,861

－

京 田 辺 市

674,482

32

職員給与費比率

Ｂ／ＡＡ

区分

58,323

期末・勤勉手当

平均月収額

計 Ｂ

139,064

15年度の総費用に占

17.3

千円

総費用に占める

％

実質収支

258,85561,468

基本給

給 与 費

給 料

％

259,0011,494,299 1,995

一人当たり給与費

千円

める職員給与費比率Ｂ

平 均 年 齢

職員手当

（参考）

団 体 平 均

１人当たり平均支給額（１６年度）

375,763

411,977

1,768

３．０ １．４ ３．０ １．４

1,845

（１．６） （０．７） （１．６） （０．７）

１６年度

１６年度

総費用 職員給与費

区分

12



イ 退職手当（１７年４月１日現在）

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２～２０％加算） 定年前早期退職特例措置（２～２０％加算）

（退職時特別昇給 ２５年１号）

１人当たり平均支給額 千円 千円

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

された平均額である。

ウ 調整手当（１７年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

エ 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

千円

円

％

手 当 の 種 類（手当数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度） 87.5

35,679支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

支 給 実 績（１６年度決算） 889

279,875

支給対象職員数

京 田 辺 市

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

検 針 手 当 メーターの検針従事職員 メーターの検針業務

日額200円（３時間を超え７時
間以下）
日額４00円（７時間を超えたと
き）

手当の名称

滞納整理手当及び
停水処分手当

滞納整理及び停水処分従事職員

業務能率・高度技能業務

団 体 平 均

（支給率） 自己都合 勧奨・定年 （支給率） 自己都合 勧奨・定年

21.00 27.30 21.00 27.30

33.75 42.12 33.75 42.12

6

59.28 59.28 59.28 59.28

6 32 6

一般行政職の制度（支給率）

8,956

47.50 59.28 47.50 59.28

用地交渉従事手当
正規の勤務時間外の２時間を超え
る用地交渉業務従事職員

0 0

主な支給対象職員

支給対象地域 支 給 率

支 給 実 績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

市 全 域

①１回１,５00円（計画的工事
が午後１０時以後翌日の午前
５時前までの間の場合）
②１回２,５00円（突発的工事
で午後１０時以後翌日の午前
５時前までの間呼出しの場
合）
③１回１,５00円（突発的工事
で上記の時間以外の間の呼
出し場合）

高圧配電線路保守作業
業務

日額260円

特 異 性 手 当 工務課職員 工務課従事業務 月額２,５00円

正規の勤務時間外の２時
間を超える用地交渉業務

日額200円

高圧配電線路保守
作業従事手当

高圧配電線路保守作業従事職員

滞納整理及び停水処分
業務

時間額１00円

能 率 手 当 業務能率・高度技能従事職員
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オ 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ その他の手当（１７年４月１日現在）

円

円

円

円

円

〔参考〕 支給実績（１５年度決算）

〔参考〕 支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算）

支給実績（１６年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算）

775 千円 23,484休日勤務手当
祝日法による休日及び年末
年始等において勤務した場
合

同じ -

支給職員１人当たり

20,755

670

22,395

722

平均支給年額
国の制度と
異なる内容

（１６年度決算）

扶 養 手 当

配偶者月額 13,500円
その他２人まで各月額
6,000円（扶養親族でない
配偶者がいる場合月額
6,500円(1人目のみ））（職員
に配偶者がない場合月額
11,000円（1人目のみ））
3人目以降各月額 5,000円
満16歳の年度当初～満22
歳の年度末までの子
各月額 5,000円加算

同じ - 5,988 千円 299,400

手 当 名 内容及び支給単価

住 居 手 当

①月額 2,000円（世帯主に
あっては3,000円）を支給
②家賃等を月額 12,000円
以上支払っている職員に対
して、家賃等の額に応じて、
月額最高 27,000円を加算
③新築、購入した職員に対
し、取得後5年間に限り、月
額 2,500円を加算

異なる 国は①なし 2,754 千円 86,063

通勤手当

①交通機関利用者は、運
賃等の額に応じ、６か月を
超えない範囲内で、月の初
日からその月以後の月の末
日までの期間として規則で
定める期間の通勤に要する
運賃等に相当する額を支給
②自動車等交通用具使用
者は、通勤距離（0～20㎞
以上）に応じて、月額1,500
円～11,300円を支給

異なる

国は徒歩及
び２㎞以内
の通勤者は
支給なし。
(１８年度か
ら国と同
じ。)

2,347 千円 73,344

2,364 千円 472,800管理職手当

月額
部長 45,000円
次長 40,000円
課長 38,000円
指導主幹 32,000円
所長 30,000円
統括主幹 23,000円

異なる

給料月額×
支給率
１種25％
２種20％
３種16％
４種12％
５種10％
本省課長補
佐8％

支 給 実 績
（１６年度決算）

国の制度
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④ 定員適正化計画の数値目標及び進捗状況

ア 定員適正化目標（数・率）

イ 平成２２年４月１日現在における定員の数値目標

平成１７年４月１日現在の職員数３２人を基準とし、目標年次までに３０人を目標
とする。

計 画 期 間

数 値 目 標
始 期 終 期

平成17年4月1日 平成24年3月31日 ３ 人 削 減
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